
平成３０年度世田谷区公契約適正化委員会（第３回） 会議録  

 

１．会議名称 平成３０年度世田谷区公契約適正化委員会（第３回）  

２．担当課名 財務部経理課 

３．開催日時 平成３１年２月６日（水）午前１０時００分～午後０時３分  
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５．出席者  

・委員 

中川会長、永山副会長、兒玉委員、小部委員、竹内委員、丸山委員、 

三浦委員、望月委員、河原関係人 

・事務局 

宮崎副区長 

進藤財務部長、渡邉経理課長、公契約担当係長、契約係長 他 

６．会議の公開の可否 非公開  

７．会議を非公開とする理由 

会議の性質上、契約・入札制度や予定価格等、区等の財産上の利益又は

当事者としての地位を害するおそれのある内容に議事が及ぶ可能性がある

ため。 

（世田谷区情報公開条例第７条第６号ロ） 

８．会議次第  

○ 開会 

１．平成３１年度の労働報酬下限額について（報告）≪資料１≫ 

２．実態調査の結果について（報告） 

（１）建築工事 ≪資料２－１、２－２、２－３≫ 

   （２）土木工事 ≪資料３－１、３－２、３－３≫ 

３．平成３１年度の実態調査の進め方について（口頭報告） 

４．公契約適正化委員会の検討項目について ≪資料４≫ 

５．その他 

○ 閉会 
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午前９時57分開会 

○会長 それでは、ただいまから本年度３回目の公契約適正化委員会を開会い

たします。 

 宮崎副区長に御出席いただいておりますので、初めに副区長のほうからよろ

しくお願いします。 

 

（副区長 挨拶）  

 

○会長 副区長、どうもありがとうございました。 

 それでは次に、事務局のほうから資料の確認をお願いします。 

 

（事務局 資料確認） 

 

○会長 それでは、本日の次第の内容に沿いまして大きく４点ということで、

きょうは特に決定をするということはございません。御報告を受けるもの、そ

れから委員の皆様からいろいろと御意見をいただくというところが中心になる

かと思います。 

 それでは最初に、次第１の平成31年度の労働報酬下限額についてです。先ほ

ど副区長からもございましたけれども、来年度の委託契約等に適用する労働報

酬下限額が昨年決定いたしました。ここで改めて事務局より御報告をお願いい

たします。 

○事務局 それでは、御報告をさせていただきます。 

 まず、この間公契約適正化委員会、また労働報酬専門部会等へ御出席いただ

き、さまざまな御意見もいただきましてありがとうございました。資料１でご

ざいますけれども、これは昨年12月18日に企画総務常任委員会に提出をして説

明をしたときの資料でございます。こちらに基づきまして御説明をさせていた

だきたいと思います。 

 平成31年の４月以降に契約する案件の労働報酬下限額につきましては、この

２の表に記載してございますように、予定価格3000万円以上の工事契約の51職

種技能労働者のうち、熟練労働者については公共工事設計労務単価の85％、見

習い等の未熟練労働者については70％で現行と同様といたします。また、51職

種に該当しない労働者と予定価格が2000万円以上の工事請負契約以外の契約に

つきましては時間1020円から1070円に改定することとし、この内容につきまし

ては12月19日に告示させていただいたところでございます。この改正内容につ

きましては、昨年８月31日にいただきました労働報酬下限額に関する意見書を

踏まえた内容として決定させていただいているものでございます。 
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 また、今後公共工事設計労務単価の変更が行われました場合には、51職種技

能労務者に係る労働報酬下限額につきましても、速やかに告示をいたしまして

対応していくという予定となってございます。 

 本年度でございますけれども、公契約条例ですとか労働報酬下限額につきま

しては、区議会の本会議または決算特別委員会の場でもさまざま議会のほうか

らも御質問をいただいていたこともございまして、内容といたしましては意見

書のとおりの改定をするのかであったり、改定の時期はいつごろ判断するのか

というような具体のことについても第３回の定例会の中まででいろいろ聞かれ

ていたこともございまして、12月18日にこちらの御報告をさせていただいたと

ころでは、公契約委員会の意見書どおりの改定内容でもありましたので、議員

のほうからは、この改定に係る予算への影響はどのぐらいあるのかというよう

な御質問があっただけで、ほかには特段御質問のない中で御報告をさせていた

だいたものでございます。 

 予算への影響でございますけれども、当時、予算編成作業中ということもご

ざいまして、前回改定時の数値などから想定した額ということで、50円の改定

をした場合に約４億5000万円程度、10円当たりにしますと9000万円程度の影響

があるとお答えさせていただいたところでございます。ただ、現在予算編成作

業が済みまして、状況といたしましては2000万円以上の該当する契約というの

が、当時、前回上げたときと比べまして量がふえているところもございますの

で、それよりはさらに影響額としては大きくなっていると想定をして、多分10

円当たり１億円近くになるのかと想定しているところでございますが、いずれ

にしましても想定の範囲、推定の範囲というところでございますので、御承知

おきいただければと思っております。 

 労働報酬下限額につきましての御報告は以上でございます。 

○会長 今、報告がありました労働報酬下限額1070円、それから公共工事の設

計労務単価は国のほうから年度末ぐらいに例年出てきますので、その額に合わ

せて区のほうとしても来年度の額に決めていくということで、基本的には国の

ほうから公表され次第ということで進められるということかと思います。また、

影響額についても、2000万円以上の工事以外の契約、新たに出てくるものも含

めて10円当たり１億円程度の影響額になるであろうという御報告だったかと思

います。 

 いかがでしょうか。この労働報酬下限額の改定につきましては、委員の皆様

のほうから御意見、御質問等ございませんでしょうか。 

○委員 この下限額による区財政に対する影響が10円当たり9000万円から１億

円ということで、実際に委託費を積算する上で、多分その前の年も議会の中で

問題になっていたと思うんですが、下限にひっかかる部分の上乗せはあるんだ
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けれども、全体のベースアップについては事業者の責任でやるべきだというよ

うな返事があって、それは事業者にとって結構負担なんだというお話もあって、

そこの部分が今回の予算編成で一定程度、要は下限額以上の部分でも、ベース

アップ的なものまで含んで委託費を積算されているのかどうかをちょっとお聞

きしたかったんですが。 

○副区長 査定の方法といたしましては、今般のこの1070円という御提示を受

けまして、改めて下限にひっかかっている可能性があるかどうかをチェックさ

せていただきます。その上で、当然それより上回っている数字というのはもち

ろんあるわけですから、見積もりを全部チェックしていく中で、これは所管部

とかなり協力関係でやるんですけれども、そのチェックをまずします。そうし

ますと、それよりもアンダーになっているところについては、当然区側の意図

としてそれより上回った形での数字で算定すべきということで、正直な言い方

をすると、見積もりというのを何社かからとるんですけれども、最終的に会社

さんに決定するというよりも、どれぐらいの予算計上をそこで見積もるかとい

うことを予算としては組むわけですから、その一番適した額の部分のところに

ついてをまず算定して、その上で、その数字の部分の中身の中でそういうケー

スが出てきた場合には、それよりもアップした形で見積もり以上の額を計上す

るという方式を１つ１つとっていっています。ですので、今御懸念の部分につ

いては、極力見積もりの中で具体的に示していないものが実はちょっとありま

して、その場合にはこちらが想定で積算をし直すんですね。そうすると、こう

いうことだろうと考えられる線で、そこがアンダーになっていればもちろんそ

こにアップをかけていくということですし、この線でいけているだろうという

ことであれば、そのままの数字でそれを使わせていただくというやり方で、一

応極力そのチェックをさせていただいたと、そういう状況でございます。 

○委員 そのアンダーにひっかかっていない、事業所の中では多分いろんな職

種や、職種によって賃金の体系がいろいろあって、段階的な体系がこの公契約

によって事業所の中でゆがみを生むということが去年の議会の中でも話されて

いまして、その事業所の中での賃金体系のゆがみは、その事業所の中で直すべ

きだみたいな答弁もあったかと思うんですが、ただそれにはちょっと時間がか

かるので去年は据え置いたみたいな説明が経理課のほうからあって、結局その

ゆがみが解消できるのかどうか。今後下限額を引き上げていくことが、イコー

ル各事業所の中での賃金体系のゆがみをどんどんつくっていくようであれば、

この制度自体が維持できない形になると思うので、全体のベースアップにこの

公契約条例がつながっていくのかどうか。そのために、やっぱり積算の段階で

下限額にひっかかっている、いない以上の部分も全体的に人件費、労務費を見

ていかないと、そこの部分は解消できないのじゃないかなという気がするんで
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すね。 

○副区長 確かに、御指摘のように見積もりの出し方というのが、こちらが必

要とする部分については情報をいただくということが当然あるわけですけれど

も、この間、この委員会もそうですし専門部会のほうでも出ていますように、

職種という定義は、正直申し上げて、一般的に国交省なり総務省なり厚労省な

り、そういうところで使われているものが、我々が知り得る職種体系と言われ

るところがあるわけですけれども、必ずしも業者から、会社さんから出てくる

ところが全てそれに合わせてきているかというと、そういうことでもないとい

うのがまず１つございます。 

 ですので、私たちとすると、この想定する仕事の内容からすれば、こういう

専門職種を、例えば仕様を含めての中で指定してきているのであれば、これは

ずばりその数字の部分のところの見比べができるんですけれども、そこは例え

ば法定で決められている職種でなければ扱えないようなケース以外は、基本的

にはその職種までが分類されて出てくるケースのほうが少ないと思っていま

す。そうなると、想定の範囲内でしか１つはしようがないということが現状ご

ざいます。 

 ただ、この委員会なり専門部会でもいろいろ御議論いただくものは情報を出

していきますので、当然私たち世田谷区と仕事としてつながる部分のところに

ついて言えば、そのことを逆に言うと、変な言い方ですけれども、相手方のほ

うが意識してくれないと、全体の世田谷区としての条例の担保というのはなか

なか難しくなってくるというのが正直ございます。これが１点。 

 あとは、賃金体系そのものの部分についての議論もいただいたわけですけれ

ども、ここは正直、公的な機関で言う例えば給料表というものを求めるかとい

うと、そこまでのものを現時点で発注とかそういうところの条件の中に求めて

いるわけではございません。例えば、給料表の段階を職位というもので区分す

るようなマトリックスのようなものができているほうが実はレアケースではな

いかと思っていまして、その辺は会社によってはボーナスに反映してくるとこ

ろもあったりして、なかなか捉えどころが難しいというのは正直ございます。

そこまでを現時点でチェックができたかというと、そこはちょっと難しかった

かなと思っております。 

 以上です。 

○委員 今のことに絡んでのことですが、報酬下限額の引き上げというのは、

予定価格を引き上げるようなことに影響が出ると見てよろしいんでしょうか。 

○副区長 発注案件によっては予定価格公表と、あと委託契約などは、一般の

競争入札などによっては、その額によっては予定価格が出たり、またはその下

限を下回るものについては、言ってみれば全て、見積もり書上のほうについて



5 

 

は一応反映できるところは全部反映しているという、先ほど金額的な部分につ

いては一応区分をつけさせていただいて、この区分でやらせていただいていま

すけれども、思想的にはここで区分した部分のところを、例えばこの考え方に

基づいて、労働報酬下限額というものが当然区側としてはこういう区分の中で

これは決めですよということで示すわけですけれども、当然庁内においてはそ

れ以上の部分についても、余りにも低い数字が出てくると、これは何なんだと

いうことでひっかかるような仕組みの中でやらせていただきます。そういう意

味で言えば、今先生のおっしゃった部分のことについては、基本的には区側の

スタンスとしては、連動して上がってくると思っております。 

○委員 わかりました。 

○会長 いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次第１の労働報酬下限額についての御報告は承ったということで、

次に進めさせていただきます。 

 次第２の実態調査の結果についてということで、平成30年度、工事は２件ほ

ど実態調査をかけたと。建築工事と土木工事ということで、建築工事につきま

しては前回のこの委員会でこういう状況ですというお話を受けました。きょう

の資料の中でも、建築工事にかかわる資料は前回のこの委員会でも提出された

ものですが、当該業者からこういう改善をしていきますということで出てきた

もの、これがきょうの新たな資料になります。それから、土木工事につきまし

ては本委員会で初めて出てくるものというところで、この実態調査の結果につ

いての御報告を事務局からよろしくお願いいたします。 

 

（事務局 実態調査の報告） 

 

○会長 １点目の建築工事については、改善をどのようにしていくのかという

回答書が出されています。それから、土木工事のほうについては、調査結果が

出ましたと。それから、当該事業所のほうからの改善に関する回答も出てきて

います。ただ、２番目のほうの土木工事については、今後のこういう実態調査

をどのようにするのかということも含めて、少し検討すべき事柄が出たと。具

体的には、この２番目の土木工事で言うと、労働者８名のうちの１人が当該業

者の人間で、あとの７名が出向者。ですから、その工事のときだけなのか、１

年間とか２年間なのか、それはちょっと置いておきまして、出向としてそこの

従業員として働いているけれども、その部分の資料が用意されていなかったこ

ともあるので、そういう点の調査ということもしていく必要があるかどうか。

これは１つの今年度調査をして見えてきたところで、かなり特殊な状況かとは

思いますけれども、そのような御報告かと思います。 
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 この実態調査につきまして、どちらの案件でも構いません。建築工事のほう

に関しては前回の委員会でもいろいろと御意見いただきましたけれども、土木

工事も含めまして御意見いただければと思います。 

○委員 この分野は私がいつも仕事で携わっている分野なんですけれども、こ

の回答書を見て、このまま放置していいのだろうかと思うぐらいの回答なんで

すね、私から見ると。例えば、労働条件の明示義務というのは、労働契約書だ

とかいろんなものを直接本人に交付するということで、担当者が認識しなくて

も社長が知っていたんだ、こういう話だけれども、これは到底信じられない。

この言いわけというのはよく裁判で出てくるんだけれども、担当者が知らない

話はあり得ない話ですよね、そもそも。だから、社長が保管していたというん

だけれども、こういうのをそのまま放置しておくと、これをやった意味がない

んですね。向こうの言い逃れの文書だと私は思います。 

 それは、賃金が特にそうなんです。これはよく言うんですけれども、いろい

ろ書いてあって含まれているんだと言うんですけれども、では何時間分含まれ

ているんだと聞くと答えが出てこないんですね。５万円だとすると、では５万

円というのは何時間分の残業代なんだと。こう聞くと答えが出てこないのは、

それは残業代じゃないからなんですよ。普通は、その５万円分を超えたら、超

えた分は残業代を払わなきゃいけないんですね。だけれども、それも払うつも

りもない、要するに労働時間を管理していないというだけの話なんです。だか

ら、何時間分含まれていますかと聞くと、いつも答えが出てこないんです。そ

れはどうやって周知されているんですかといったら、それも出てこないという

ことなので、そういうのがこういう形で、担当者が認識しておりませんでした

という形で聞くと、担当者じゃない人は誰が認識するのかと。要するに、周知

されていないということなんですね。これは書いてあることを、文書を読むこ

と自体がね。 

 そういう意味では、こういうのをやると、せっかく婉曲な言い方ながら、社

会保険労務士の方がいろんな判例とか裁判例を見てメルクマールをいろいろ書

いて言っているのにかかわらず、いや、俺のところは正しいんだと、言ってみ

ればこういうことなんですね。そういう意味では、これをせっかくこうやった

のに、この回答を見てみたらがっかりと。やった意味が半減しちゃっているん

ですね。 

 ただし、就業規則の項目は、いわゆる罰金なんですよ。さっきの３回以上遅

刻するとたくさん減額するんですよね。これは罰金といって、昔よく罰金法と

いうのがあって、罰金はいけないんだとなっているんですけれども、○○がそ

うだったんですね。１回休むと１万円なんですよ。そういう比例配分じゃなく

て、遅刻するとか早退すると罰金で、比例以上に取るというのが日本の企業の
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やり方で、それが立派な企業にいまだに残っているというのが非常に恐ろしい

ことなんですけれども。もちろん、○○でも最近までやっていましたのであれ

ですけれども、そういうことで言うと、せっかく古い体質について指摘をして

いるのに、ここは直しましたけれども、そういう意味では非常に、わかりやす

く言うと、この企業は労働者の時間を管理していないということなんです。何

時間残業しようと同じ手当を払っていると。その中に含まれているという言い

方をして、結局は労働時間を把握していないので長時間過密労働だとか、そう

いうことについて何らの意識がないまま、しかもこの言い方だと何も直さない

ということになるわけで、非常に残念だと。 

 同じことは、管理監督者の考えについては、これはここだけじゃなくて、日

本のほとんどの店長が管理職なんですけれども、それにふさわしい管理職手当

や残業代を払っていないという形で、いわゆる名ばかり店長ということと同じ

ことがこの業界もあるんだということで、結局この人の基本給一本だと思うん

ですね。だから、管理職手当も多分ないだろうと思うんですよ。だけれども、

朝礼には出なくていい、そんなことはあり得ない、この人が朝礼をやっている

んじゃないかと私は思う。朝礼も任意とか書いてありますよね、この人が朝礼

をやっているのじゃないかなと私は思うんだけれども。そういう意味では、曖

昧なルーズなやり方で、深夜手当も１万から５万だと言うけれども、ではこの

５万円というのは何時間分なんですかと聞くと答えがないんですよ。そういう

意味ではここは直すことになったんですけれども、いずれにしても、さっきの

隔週48時間になって残業代を払えと言われているのと同じように、変形労働時

間を使ってごまかそうと思っていますけれども、基本的には労働時間を面倒く

さいから把握しないようにしている。だから、この管理監督者の労働時間は誰

も把握していないと思いますし、多分ほかの職員も把握していないのじゃない

かなというのがあって。 

 せっかく社労士の方が、管理監督者については多分判例でさっき出ている７

つぐらいの要件を挙げて、とても管理監督者として認められませんと言って改

善するように言っているのに、いや、渋谷の労基署がいいと言っているよとか

ということなので、せっかくやっていただいて、指摘して、婉曲ながら問題が

あるのじゃないのと言ってくれているのに、いや、問題はないんだという言い

方で返されちゃうと、せっかく調査をしていただいている効果として、もちろ

ん労基署と違うので、権限はないけれども、少なくとも改善した就業規則ぐら

い出してくださいよと、改善した就業規則とか、あるいは改正しようとするも

のを出してくださいという形で、言い逃れできない形で、再指導というのは難

しいけれども、何かそうしないとせっかく問題点があってＡ、Ｂ、Ｃとかつけ

てくれているのに、むしろ言い逃れしちゃってその効果がないとすると残念と
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いうところがあって、なかなか難しいかなと。こんな感じがしました。 

○会長 ありがとうございます。何か今の点につきましてございますか。 

○委員 今の点と違うのですが、出向元と出向先との関係は、この調査ではわ

かったのでしょうか。出向の扱いは、建設業の場合はどうなるのでしょうか。

出向元の、これは派遣とは違うのですか。 

○委員 派遣ではないですね。 

○委員 派遣とは違いますよね。出向というのは、例えば、土木なら土木のあ

る……。 

○委員 多分この７名は、資格のある現場監督とかじゃないかなという気はす

るんですけれども、技能労働者、現場でやる監督をどこかの会社もしくは協力

会社から出向させて、一応自分のところの技術者として登録しているか、そも

そも８人いるうちの７人がそうで、要は正式な社員は１人しかいないので、現

場を持つために技術者がいないとだめだからということだと思います。 

○委員 その技術者だけを社員にして、あとは全部出向社員という形をとって

いるということですか。すると、出向元の就業規則による賃金を支払うのです

ね。割増賃金の場合とか、土曜出勤はどうするとかも同様でしょうか。 

○委員 それは契約によるのだと思います。出向元が出向させるときに、例え

ばうちではこの基準を守ってくださいとか、そうですよね。その１人ずつ契約

を。 

○委員 はい。 

○委員 この会社に、どこかに行っているということなの、この会社の社員で。

それとも来ているということなの、この出向というのは。 

○会長 この会社に来ているということです。 

○委員 調査した会社に別の会社から労働者が来ているのですよね。 

○委員 常時50名以上使用するという中に、その出向者も入っているというこ

とですか。 

○委員 50名というのはあくまでも現場労働者であって、そこにいる７名とい

うのは多分資格を持っている現場監督だと思う。例えば、土木の１級、２級を

持っていて、その資格がないと仕事を受注できない、工事ができないので。 

○委員 だから、下請会社からですか。 

○委員 わからないです、それは専門の会社かもしれないし。 

○委員 有資格者に来てもらって、その工事現場にいてもらうと。 

○委員 ちゃんと出向の規定に沿っていないと、区にしろ都にしろ仕事を受け

る上で身分がちゃんとしっかりしていないと、ただ派遣されているだけでは多

分、今は認めなかったりしますよね。雇用保険を何カ月以上前からそこにいな

いとそこの技術者として認めないとかいろいろルールがありますので、それに
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のっとってやっている。ただ基本は、想像ですけれども仕事を受けるために資

格のある方の出向を受けているんだと思います。 

○事務局 今般のケースについては、そういう社労士さんの御報告もあって確

認しておりますけれども、労働者のほうの出向を受けていたと伺っております。

その上で、元請の会社さんが今言う監督者になり、労働者としての出向を受け

ていて、その労働契約の中に賃金の支払い方法ですとか、個々に１人１人契約

をして労働提供を受けたと、このように聞いております。 

○委員 その場合の賃金の支払いは、出向労働者を受け入れたほうの会社の規

定で払うのですね。 

○事務局 そうです。就業規則もそれに基づいてどちらにやるかということを

その中で決めてあるということです。社労士さんが行ったときに、その扱いが

見えなかったものですから、今回それが調査対象にならなくて、実際には労働

者を使っていた監督者の方が元請の会社さんだったので、その人についての台

帳だとかを全部確認したと。これが実情でございます。 

○事務局 補足させていただくと、出向労働者の労働条件が今回の出向契約の

中では出向元会社が定めているため詳細は不明ということで、御調査をいただ

いたときにわからなかった。先ほど担当係長からも申し上げたように、今後こ

ういうケースもあり得るということですので、こういった調査をする際にそう

いった資料も含めて事前にそろえておいてもらうようにという調査に当たって

の改善点というのは事務局のほうとしても認識をしているところでございま

す。今回はちょっとそういったものが事前に指摘といいますか指示できません

でしたので、残念ながらこういう形での調査になってしまったということでご

ざいます。 

 そういった出向労働者がいる場合については、そういった契約書であるとか、

必要な場合には出向元のほうの就業規則も用意しておいてくださいみたいなお

話を事前にお願いしないと、行った先で、それから集めてというわけにはいか

ないのかなと思っております。そういった意味では、行っていただいた先生方

には大変申しわけなかったのかなと思っております。 

○委員 ここで言っている出向者というのは、来ている人ではなくて行ってい

る人でしょう。 

○事務局 来ている人です。この契約をした会社に対しての調査をしていただ

いているので、区の契約を受けた会社。その契約をするのにかかわった労働者

であるとか、かかわった方々の就業状況を確認していただくという調査をして

いただいていますので、あくまでこの会社に来ている方、そういう形でござい

ます。 

○事務局 会社全体として、例えば何とか学校の改築工事というと、この学校
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の工事に関しての調査をしているので、この会社がいろんな工事をやっていた

としても、我々がターゲットにしているのはピンポイントで、この仕事に関し

てということで、土木についてもこの契約に関してどういう人がかかわって仕

事をしたのかという着眼点から調査をしていくという感じなんですね。そうし

たら、その中にそういう実態があったと、そういう感じなので。全体としての

調査とは違って、この契約案件に対してどうだったかということを社労士の先

生方に見ていただいて、訪問調査していただいている。その中でこういう実態

があって、結果的にはこういうことだったので、我々としてもこの辺を踏まえ

て今後やっていかないといけないと、こういうことでございます。 

○事務局 最初、○○委員から御指摘ありました部分について、そういった意

味ですと、その会社自体の労基署による査察みたいな形ではなくて、この契約

についての部分ということですので、そこに限った部分でも今御指摘いただい

たような部分がいろいろかいま見えてくるのはあるのだと思っています。そこ

は区の立場でどのような利用の仕方というと言葉はあれですけれども、活用の

仕方をしていくのかというのは、我々としても今後少しでも公契約の部分とい

う観点でどう活かしていけるのかというところで活用していきたいなと思って

います。 

○委員 公契約条例の目的というのは、もちろん賃金の上乗せというか下支え

と同時に、法令を遵守した模範的な企業を区役所とかそういうところはむしろ

優先して契約するんだという考え方をすれば、そのためにチェックシートをつ

くり、特別にこういう報告書をつくってもらっているのだから、そこで散見さ

れた事例があるとすれば、少なくともその契約をしている企業に対して警告な

り指導なりをされて、それに応じないところは次からはもう入札させないとい

うか、そういうことをできるようなシステムをつくっていかないと。そのため

にこの社会保険労務士の先生方に頼んでやってもらっているので、これはペナ

ルティーというとおかしいですけれども、再指導か何かにつながっていくよう

に工夫しないと、せっかく先生方がエネルギーを使ってこれだけの立派な報告

書まで書いていただいて、それぞれ改善すべきところでＡとかＢとかＣとつけ

ていただいている結果がもったいないかなというのがちょっと。 

例えばせっかく、未払い賃金てこんなになってしまうんですよと、実は本当

はそれを計算して損益計算しなくてはだめですよと、わざわざこんなに計算ま

でしてくれている。これはやっぱりそういうものなんですよと。未払い残業代

というのはそういうものですよとリスクまで書いていただいて、計算式まで書

いてくれているんだけれども、その答えが折り合わないわけ。この会社で仮に

そうだとすれば。それは本当は決算書に出さなければいけないんだということ

まで言ってくれているのに、それに応えないというか。それは私のひがみ目か
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もしれないけれども。社労士の方々と御相談いただいて、これを見せると怒ら

れるのじゃないかなと。せっかくこうやって書いてあげたのに、こんなの何だ

となるかもしれないので、むしろその方々から御意見を聞いて、さらなるアド

バイスというか指導というか、何かができるならば、それはそれでよく考えて

もらいたい。 

○会長 ほかにございませんでしょうか。ほうっておくと、昔の言葉で言うと

トンネル会社という言葉が。そういう中において、ちゃんと出向しているので

あれば、出向先においても労働条件がどうなっているかという社労士さんから

の御報告のところにもありますけれども、それが把握できていなければ単なる

下請の労働者だとか派遣労働者と見られてしまって、要はその工事を１人でや

ったのかみたいな話になってしまうでしょうというところですので。そういう

出向先においても労働条件の把握、管理ということはやるべきだと個人的には

私は思うんですけれども。そういった点も含めて、今後区のほうの調査内容と

いいますか、調査項目、それからどういう資料を用意しておいてもらうのかと

いう事柄、調査自身のところはそういった点を改善していっていただくという

こと。 

 それから、事業者から報告がそれぞれあるわけですけれども、その内容につ

いても少し問題点があるという御指摘も委員の方々から受けていますので、こ

れをフィードバックするのかどうするのか。要は、よりよい状況にしていくた

めに、ほうっておくと先ほど○○委員からありましたように、単にそれではい、

シャンシャンになったら困るのではないでしょうかということかと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 これらに対する今後の区としての対応、おおむねどう考えているかというこ

とはございますでしょうか。 

○事務局 今般、この後また来年度の調査、今回試行で３件、今年度委託、そ

れから建築、土木をやらせていただいて、結果がどうなるのかは、多分委員の

先生方も、想像していたとおりとか、想像以上にひどいとか、いろいろ御意見

はあろうかと思いますけれども、まずはどういう実態があるのかを把握してい

こうじゃないかと、こういうことで試行を始めたところでございます。 

 また、来年度もう少し幅を広げてやっていく中で、今○○先生から御指摘が

あったことも踏まえまして、まずどういう実態があるのかということを区とし

て把握していかなければいけないと認識しております。 

○会長 それでは、次第３の平成31年度の実態調査の進め方についても含めて

一緒にお話しいただければと思います。 

○事務局 口頭になってしまいますけれども、来年度につきましては、今回の

試行から社労士の先生にもちょっと御相談申し上げて、来年度は10社程度、社
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労士の先生のほうもこれだけ細かいものでやるとそんなたくさんもなかなかで

きなくて、当初10社程度が限界ではないかなということで、その部分について、

予算も含めて今進めていこうと考えてございます。 

 こうした中で、今般御指摘の部分も含めて、また来年度実施していくものも

含めて、おおむね今度13社ぐらいの調査になってこようと思いますけれども、

そういったものも踏まえながら、区として今どういう状況にあるのかというこ

との実態把握に努めていくということがまず１つあろうかと思います。 

 この調査をして御回答をいただいて、直ちに指導に入っていくということが

なかなか、またいろいろと事業者の中で広まっていくと、この調査そのものが

強制力を持っていないものですから、ちょっと我々としてはうまいぐあいにや

っていきながら実績を重ねていって、区内の事業者の中ではこういったところ

が指摘事項としてあるんだということで、これは今度は発注する際にまた遵守

事項として改めて明記させていただくなど、そういうことを積み上げていかな

ければいけないのかなと考えています。そういった意味で、こういったところ

はまずいんだということは、我々もこの後、来年度も報告していきますけれど

も、しっかりと先生方から御指摘をいただきたいと考えてございますので、御

理解をいただければなと思います。 

 以上でございます。 

○委員 確かに、余り強く言ってしまうと次から嫌だ、うちは受けませんとな

ってしまう。とりあえず10社ずつやりながら、今と同じ、発注するときに一般

的にこういうところがあって問題ですよという形でやると。わかりました。お

っしゃるとおりですね。余り強いことを言ってしまうと、これは受けないとい

う自由がありますからね。 

○事務局 そういうことになってきてしまうものですから、まず、ちょっとう

まいぐあいにやっていかなくてはいけなくて。もっとデータが集まってきた中

で、こういう実態を区としても把握しているんだと、これは議会にも御報告し

ていかなくてはいけないので、では、それに対して区はどうするんだといった

ときに、どこまでペナルティーを課すか、ペナルティーはまたその先にあるの

かもわからないですけれども、いずれにしてもそういったことが指摘されてい

るので、我々としてはその辺、逆に今度しっかりとチェックをさせていただき

ますとか、そういう仕組みを徐々に入れていくことが必要なのかと考えており

ます。 

○委員 確かに言われてみると、ちょっと私もさっきは言っていることが性急

だったかもしれません。 

○事務局 とんでもないです。御指摘いただかないと我々もちょっとわからな

いものですから、厳しく御指摘いただいたほうが我々としても改めて認識させ
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ていただけることになるかなと思いますので、忌憚なく御意見いただければと

存じます。 

 以上です。 

○委員 ちょっとそれに絡んで。契約約款等の中に、「サンプル的に実態調査が

行われる場合があります」と入れて、それを了解していただいて契約にすると

いう方法が１つ、今おっしゃったことかと思うんですが。それとあわせて、さ

まざまな改善課題が契約の前から後から出てくる場合、そういうものについて

の一定のアローアンスをつくること等を含めて、全体を改善していくという姿

勢の一つに実態調査があるという対応の仕方ができないか、ということです。

お互いによくしていかなければいけないという関係です。一方的に発注者であ

る区が瑕疵を見つけて改善しますというだけでは、限界がある。なぜ改善すべ

きかという、そこのところまで踏み込んで改善していく。時間を要するものが

たくさんあると思いますので、区への協力体制をどうつくるかという、その視

点で進めていく必要があるのじゃないかと思うんですね。 

○事務局 いただいた御指摘のとおり、その以前の段階として、この公契約条

例そのものの周知を事業者の皆様、また労働者の皆様にやっていくという課題

も我々としては背負っている部分もございますので、そういうあわせわざなん

だなと考えてございます。ありがとうございます。 

○会長 いかがでしょうか。今年度の実態調査の結果、それから３番目の議題

である31年度の実態調査の進め方、あわせて方針について。それから、委員の

皆様からいただいた御意見を踏まえて、さらに調査をしていきたいということ

です。来年度聞いておりますところでは、委託が４件程度、それから土木が３

件、建築が３件ということで、そういうバランスでの調査をかけていきたいと。

その折には各事業者の方々に御協力いただくとともに、その中に今年度の反省

の事柄なんかも踏まえて、調査をかけられる社労士の方々とも相談しながら調

査を進めていきたいということです。大きな狙いは実態調査のための調査では

なくて、それがうまくその先に活かされていくということが最大の調査の目的

だと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 実態調査につきましてはよろしいでしょうか。 

○副区長 御指摘いただきまして本当にありがとうございます。私たちも、正

直な言い方をしますと、この適正化委員会の場でどういう御議論をいただいて

ということが非常に、ある意味後押ししていただける部分でもございますし、

先ほど事務局からもやんわり言っていますけれども、一気に加速するというの

はなかなか難しいテーマだろうとは正直なところ思っています。ただ、公契約

条例をつくるときに、かなりそういう部分も含めて議論がありました。どこま

でを定めてスタートを切るかということについてのものと、この公契約適正化
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委員会でさまざまな先生方からの御指摘もいただきながら、よりいい進め方に

していきたいということで御答弁をしてきたという経過もございます。 

 先ほど御指摘の１つに、法令遵守と一言で言っている部分は、これは当然の

ことでして、そこはもう当たり前の話になるんですが、より具体的な話になっ

たときに、どこのスパンの話をもともと法令遵守の中で言ってきたんだという

ことが実は問われ始めていることも正直ございます。 

 それで、先ほどの契約約款の中に、協力を少なくともお願いしていくという

ぐらいのことは、何とか少し踏み出したいなと思っていたところもございまし

て、その辺はどうですか。例えば、○○委員に聞いていいんですかね。 

○委員 契約約款の中に入れて、全部契約する人が読んでいるかという問題も

あるけれども、強制力をつけていいのじゃないですかね。 

○副区長 本当にいろいろな事情が会社側もあるでしょうから、これがあって、

協力しないなら今度は約款に入っているんだからと、そこまでを盾にするつも

りはないんですけれども。ただ、やっぱり姿勢論としてこういうものをせっか

く一緒にやっていきましょうと、だから双方ともに、ある意味最終的には利益

が上がるというところを考えて仕組みをつくっていっているつもりですので、

それぐらいの部分から少なくともスタートしないと、せっかく今回トライで３

件させていただきましたけれども、もうちょっと件数が重なれば、もうちょっ

といろんなケースが出るのじゃないかと思っているんです。 

 例えば、きょうこういう機会だったので、私のほうが一番わからなかったこ

とは、実はこの資料を見て、この下請のところについて全部調査不能になって

しまったということは、結構私としては重く受けとめています。ここははっき

りした形をやらないと、もともと元請、下請、孫請の問題までいろいろ問われ

ている時代ですので、このままもう１回やったときにまた同じ結果が出るとい

うのは方法論を含めて、先ほど御指摘をいただいたように、担当のほうももう

ちょっとお願いをするに当たってのいろいろ具体的なことも事前にフェース・

トゥー・フェースでやらせていただいて、何をうちが求めているかということ

をお伝えしながらやっていったほうがいいんだろうなというのは、来年度から

少しやろうと思っていますけれども。 

 とはいえ、受け手側のほうがどこまでのノウハウでそれをやっているのかと

いう問題も正直ございますので、そこは底上げ式にやっていかざるを得ない問

題なのだろうとは思っていますけれども、その辺のところぐらいまでは、少し

来年度の分の中で踏み出していければなという思いもございまして。先ほど言

った契約約款の中に少しそういう協力をしていく、義務まで言うとちょっと酷

かもしれませんけれども、そういうことをお互いの認識の部分のところで一致

できるところはその辺かなと思いますので、そういうところでちょっと取り組
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みたいなと思っております。 

 この下請の部分のところという認識も含めては、こうなるというのはやっぱ

りある意味やむを得ないのか、いや、もともとこれはまずいんだと。まずいん

だけれども現実にはこういう結果が出ていますので、何か伝え方の問題なのか

どうなのか、その辺は何か御意見はございますか。 

○委員 先ほど公契約の現場の調査という言葉が出てきたと思うんですけれど

も、少なくとも公契約の例えば工事なり現場だったら、もとの会社だろうが下

請の会社だろうが、必ず条例で定めているルールは守らなければだめですよと

いうことが重要で、まして保険に入っていないとか、賃金が払われていないな

どということはとんでもないというのがそもそもの前提ということなので、こ

この下請への適正な労働条件確認というところは実は非常に重要なところで、

そもそも下請だから条件が悪くていいという話ではなくて、その現場で働く人

は、公契約のところの人は必ずというのが出発点なので、そこのところは非常

に、そこのところは重要ですよということは、むしろ言うべき話ではなかろう

かと私は思います。 

○委員 今、現状でいくと、建築、土木工事なんかですと、下請に実際に依存

しているケースが多い現場が多いんですね。大きくなればなるほど、元請企業

の労働者だけではなくて、変な話、ほとんど下請企業がやられている。そこの

労働条件が改善されていなければ、実際現場の質も上がらないということでい

くと、今○○委員のおっしゃったとおり、そこはきっちりやっていただきたい

のと、今現状でも、東京都にしろ国にしろ、例えば社会保険加入なんかでいき

ますと、当然下請まで全て報告義務がされていますので、元請企業が下請の管

理をするというのは建設業法上もうたわれていることなので、当然そこは今後

の調査の対象にするべきですし、それは発注者の義務としてもしかるべきだと

思います。 

 約款にどう書くかはありますが、基本的には元請企業だけではなくて、その

下請も含めてそういう調査に協力をするとかということは具体的に入れていた

だいたほうがいいかと思います。 

○委員 施工体制台帳等に記載されている下請事業者がいるわけですので、あ

らかじめそれらについては了解を得るように、元請企業がそれなりの情報と施

工の仕方について事前に説明して作業にかかるとしておかないと、いや、来て

みたら帳簿がありませんでしたというようなことがないような対応をして、そ

れらが契約のいわば金額の中に、それこそ盛り込まれていくように了解し合っ

たという契約だと思うんですね。世田谷区の条例の場合は、違反というか違法

事実が見つかった場合どうするという規定がないまま来ているのは、実は法令

そのものを強力に権力的にやるということではなかなか改善が難しかろうと一
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歩時間を置いている部分があります。そういうことに向かってどう改善してい

くかという具体的な実施段階に来ているということだと思います。そういう意

味で実態調査というのは非常に基本となる事項であるし、また情報を事前に提

供して、実態調査が求められることがありますよ、という公契約の対象案件に

対する一定の枠組みを、下請事業者も含めて事前に了解をしておいてもらう、

そんな広報活動が大事なことではないかなと思いますね。 

 できれば労働者にも、それは今回の調査の中に、各職種ごとの85％といった

らこの金額になりますよというものを入れていたんですけれども、今回の調査

はそれを取っています。ひとまず嫌がらせみたいなことはやらないという調査

だったと思います。これらを含めて一応労働者にもこういう規定を持った工事

なんですよということを了解し合うという。それがないと、いずれこれは建築

業法の許可基準が厳しくなってきたり、それから社会保険に入っていなければ

もう建築業法の適用対象にしないとか、それから税金のほうでも今後はインボ

イス方式になったりする、そういうことがございますので、やっぱり経営の質

そのものをレベルアップしないとやっていけないという時代をちゃんと見据え

た対応が必要じゃないかなと思うんですね。 

○会長 ありがとうございます。委員の皆様からの話でも、副区長のほうから

もありましたけれども、契約約款の中に、この労働条件調査への協力というの

は入れたほうがいいという御意見をいただいたかと思います。ただ、あとは具

体的にどう進めていくのか。それからもう１つは、今この労働条件調査遵守チ

ェック表、これ自身は公表されているんですか。 

○事務局 これは公表はしていないです。 

○会長 していないですよね。 

○事務局 名前等を伏せた形で公開する可能性はありますけれども。 

○会長 この確認項目としてどういうような項目、この中で言うと、最後のと

ころでは下請のところの話も見ていきますよということがあるわけですけれど

も、どんな内容について協力を願うのかということについて、粗々わかれば。

この評価の中身は必要なくて、確認事項としてどんな項目がありますかという、

今の92項目でしょうかね。 

○事務局 例えば、調査をお願いした会社のほうに、こういうことを調査しま

すからとこの空欄のものを事前にお送りして、この部分に必要な書類をそろえ

ておいてくださいみたいなことをしているかという。 

○会長 というよりも約款で、その労働条件調査協力とやると、それにリンク

してこんな内容ですという、そういう形であってもいいのかと思いますが。協

力してもらう内容が少し見えて、そこはちゃんと下請についてもということが

見えるような形という、いわば何を協力すればいいんだというのが曖昧にして
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おくというのが第一弾。第二弾は、協力するときにどんな事柄に、どういう点

に焦点を当てるのかということが２点。そういうことがあります、そういうこ

とに協力願うのがあるけれども、全ての事業ではありませんよということもそ

れなりにわかっていただくようなことかと思うんですが。 

 そこら辺、具体的にどうすれば事業者側のほうに、この実態調査等を行って

いくことの意味があるのかということもあわせて伝わるような形、具体的な事

柄については事務局のほうにいろいろとお願いいたしますけれども。何をやれ

ばいいのか、ある区のところで、約款のところにそれまで入っていなかった、

それは単純な１項目だけですから、それを入れて契約をするんだという、まさ

にそのときも果たしてこれを見ているかなというたぐいの話はあったんです

が、その項目があるのとないのとでは、それの後いろいろと話をしていく上で

違いが出てくるものですから、入れる方向で。 

○事務局 参考までに、調査へ行くに当たってのアポイントメントは当然電話

でやるんですけれども、アポイントがとれた段階でこういう書類を準備してお

いてくださいという文書をお送りしているんですね。意外と細かく指定してあ

るので、今これは会社名が出ているので削って、皆様にもこういうものを送っ

ているんだということでお示ししたいと思います。後でお持ちします。こうい

うものを求めているというものをちょっとお示しします。 

○事務局 逆に言うと、約款にそのもののこんな大きな表をつけるわけには多

分いかないと思うんですが、具体的にはこういう項目を我々は注目しています

よということをお示しすることによって、企業みずからの自浄作用というもの

で抑止力的な、こういうこともきちんとやっていないといけないんだというこ

とも含めて、そういう効果もあるかと思うので。ちょっと具体のやり方の部分

についてはいろいろ検討させていただいて、なかなかこの時期、新年度、約款

を急に変えることはできませんので、その辺タイミングもあると思いますけれ

ども、ちょっと検討させていただければなというふうに、改善に向けてさせて

いただければと思っております。ありがとうございます。 

○委員 詳しくは私もわからないんですけれども、例えば、建築でも土木の現

場でも、働いている従業員の方々の公契約条例の認知度の問題がありまして、

調査の中でも、労働者に聞くわけにもいかないときもあるでしょうから、その

中で労働者の人たちにわかってもらうための配り物であったりとか、例えばそ

ういうのも１つ、事業者側もそうだし、労働者側もお互いにレベルアップして

いかないと多分いい運営ができないのかなと思いまして、そんなようなのもち

ょっと、小さなものでも知っていますかみたいなものを、「ここの現場は公契約

の現場ですよ」みたいな配れるようなものもあったらいいのかなとは。 

○副区長 啓発は今年度もかなりテーマになっていたので。どこまでやったの



18 

 

でしたっけ。 

○事務局 今年度は掲示にとどまっていますけれども、まずは現場に下限額を

掲示したりとか、公契約を知っていますかということで、ポスター１枚程度に

なっているのが現状としてあると思うんです。 

○副区長 できれば、その前に言った働く側のほうも意識が同じように高まら

ないと、結局お互いの部分のところでそれが双方とも共有しないと多分うまく

いかなくなるでしょうから。 

○事務局 いわゆる労働者お１人お１人に何かを配るにしても、恐らく下請さ

んも含めていくとなると、元請さんのほうにやっぱりお渡しして配ってという

ような話になっていくので。 

○副区長 そこはある意味やむを得ないところもあるけれども。ただ、そこも

だんだん回を重ねると意識が変わるのじゃないかと思うので。 

○事務局 いずれにしても、事業者もそうですし、労働者の方に対しても、こ

の公契約条例はこういった内容なんだということをお知らせしていくというこ

とが大変私どもも課題だと認識してございます。 

○副区長 どこまでやれるかはありますけれども、頑張ってみたいと思います。 

○委員 すぐ効果が出るとはわからないですけれども、やり続けるというのが

重要なのかなと思います。 

○会長 ありがとうございます。よろしいでしょうか。来年度の実態調査の進

め方というところまでお話をいただきました。 

 それでは、続いて次第４の公契約適正化委員会の検討項目について、これは

来年度どのようなことを検討していくのか。それを諮問という形になるのか、

スケジュール等の事柄も関連してくるかと思いますが、事務局のほうから御説

明をよろしくお願いします。 

○事務局 それでは資料４と、来年度のスケジュールを予定として参考資料と

いうことでおつけさせていただいています。あわせてごらんいただければと思

います。 

 まず、資料４につきましては、今年度開催した委員会あるいは部会の中での

意見の中で、委員の皆様からさまざまな御意見をいただいた、その意見をもと

に次期委員会の検討課題として我々のほうで項目出しをしたものが資料４とな

ってございます。箇条書きで雑駁で大変恐縮ですけれども、お手元の資料も含

めまして、さらに本日御意見をいただき、来年度の諮問事項の検討を進めてい

く上で、御助言なども頂戴できればと考えておつくりしているものでございま

す。 

 あわせて参考資料を見ていただきたいんですが、これは来年度、31年度から

具体的には2021年度まで２年間ありますけれども、まず来年度のほうをメーン
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に予定表を書いております。一番左側の欄が委員会と部会のおおむねの日程を

予定しているところです。来年度は、諮問事項の議論をより深めていただくた

めに、ことし３回実施しましたけれども、来年度は４回実施してまいりたいな

と現在考えてございます。あわせて諮問事項を２年検討するに当たって、2020

年度については任期の２年目ということで我々としては認識してございます。 

 できれば第４回の委員会で、来年度の１月になると思いますけれども、諮問

事項に対する中間報告をいただくことができればと考えてございます。また、

この諮問とは別に、７月、８月の下限額についての御意見等も専門部会のほう

でお出しいただくというのがこれまでの流れかと思ってございます。いずれに

しても、この検討項目、これは我々のほうでまだ不足しているということもあ

ると思いますので、こういった資料も御参考にしていただきながら、本日、来

年度に向けて御意見をいただけたらと考えております。どうぞよろしくお願い

します。 

○会長 ありがとうございます。検討事項、それから諮問事項を区のほうとし

て考えるに当たって、いろいろと御意見をいただきたいと。これまでこの委員

会の中で出てきたものをまとめると、資料４のような形の話があったと。ただ、

これは幾つかをまとめて考えることもできるものもありますし、一番最初の職

種別には今なっていませんが、労働報酬下限額についてはこれまでと同じよう

に専門部会のほうで８月ぐらいまでにはまた御検討をいただければというとこ

ろがあります。 

 それから、先ほどからありましたが、実態調査等も含めて公契約条例の実効

性の問題ということも１つの大きな話かと。それから、労働環境の整備という

ことで、前回あたりも外国人労働者の問題等々もありましたが、いわゆる労働

環境、担い手の確保であるとか育成の問題であるとか、そういったことも１つ

の話としてはあるのではないかということでいろいろと御意見をいただいた

と。 

 これらを検討していく上で、昨年あたりは年２回ぐらいしかこの委員会はや

っておりませんでしたが、来年度は４回ぐらいで、４回終わったぐらいの段階

で中間報告、これも議会のほうにもこんな中間報告が出ていますということを

事務局としては出していきたいということで、１、２月あたりという日にちが

入っています。その上で、再来年度に最終答申という形になるかあれですが、

出していければというような御説明だったかと思います。全体の、来年度の進

め方の問題、それからこういう内容を検討していったほうがいいのじゃないか

という新たなもの、もしくはこういう中においてこんな点に着目して議論して

いくべきではないだろうか。それから、ここに今項目として列記しております

けれども、ここら辺をより重点的に議論していったほうがいいのではないかと
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か、いろいろなことがあると思いますので、それらについて御意見いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

○委員 資料４の一番最後のところに外国人労働者の増加の話が出てくるんで

すけれども、これはまさに４月からも非常にかかわる話なんです。例えば、今

現在委託とかで外国人の人がどれぐらい委託されている業者の中で働いている

とか、そういうデータ的なものはあるというか、把握は。というのは、４月か

らふえるのか減るのかということも含めて、そのかわりをというのはある程度

把握する必要性があるのかなということで質問しました。 

○事務局 今現在は把握できておりません。そういう中で、こういうテーマで

もしやるのであれば、そういう調査もしていかなければいけないかなというの

が事務局としての認識でございます。 

○委員 多分、明らかにふえるということが見込まれるのかなという感じはち

ょっとするんですけれども。 

○副区長 そうですね、委託を含めると、よく世の中に言われている介護関係

は区もかなりかかわって、今の介護人材の確保の策にはもう外国人の助けをか

りない限りは難しくなってきているのは正直なところございます。具体に言う

と、うちの外郭になりますけれども、今社会福祉事業団が外国の各学校とかそ

ういうところと提携を始めています。専門学校とかそういうところとタッグを

組むんですが、これは専門学校の事情もありまして、どうしても敬遠されてい

る職種的に言われている部分がありまして、外国人の学びたい方を最初から日

本に引っ張ってきて、そこで勉強していただいて、当然御存じのとおり言葉の

問題の制約とかがあって、今試験は２回ぐらいトライできるんですけれども、

そういう制度の中で何とか世田谷区の介護現場のほうにも職場としてどうです

かというようなことをやっていますので。実態問題としては、おっしゃった外

国人労働者の１つの事例になりますけれども、ふえてくるのはもう確実に出て

くるというのは読んでいます。 

 そういう実態の中ですので、これは今の土木、建築の現場もそうでしょうけ

れども、このオリパラが終わった後からが本当の意味でどう業態的に動いてく

るのかというのは少し読み切れないところがあるんですけれども、必然的には

外国人労働者が区内の現場にも入ってくるというのは予想しているという状況

です。 

○委員 今、建設現場でも研修生として入っている方が相当数ふえているんで

すけれども、多分４月以降さらにハードルが下がると、入ってくる方も多くな

るんですが、その労働環境の管理がずさんになっていくということも考え得る

ので、やっぱりその辺はこの公契約という中で区の事業でしっかりと見きわめ

るというか、ちゃんと調査をしていく必要が今後強くなるだろうなとは思いま



21 

 

す。 

○委員 もう私は日本人だろうが外国人だろうが、いい人材の確保というのが

これから競争なのだろうと思っているので、そういった意味では1070円にした

というのは非常に、まずはよかったとは思っているんですけれども。今度外国

人の人がふえてくると、逆に言うと、今お話に出たように雑に扱うようなとこ

ろが出てくるとか、そういうようなところは今しないようにいろいろチェック

するとは言っているんですけれども、具体的なチェック方法は事実上ない感じ

なんですけれども、その辺のところはむしろ世田谷区は率先してというか、む

しろ外国人のいい人材から世田谷はいいぞというふうに、むしろ先制するぐら

いな意気込みでやっていってちょうどいいのではないかなと思います。 

○委員 周知と実態調査について、社労士会の調査は引き続き続けていただき

たいということと、あわせて今回ちょっと資料で配らせていただいたんですが、

私どものほうも現場で実際に働いている方からのアンケート調査を毎年繰り返

しております。今年度も調査をしまして、その結果を報告しながら次年度につ

なげていきたいと思います。 

 今回は、経理課長名で各現場の元請企業さんにこういう調査が行くので協力

するようにというお手紙を出していただきました。そのおかげで、１ページめ

くっていただきますと、区の発注の公共工事、これは全て公契約条例適用現場

で８現場、契約上でいくと17契約。例えば１つの学校であれば、建築、電気、

設備というような形で契約上17の企業さんに御協力をいただきました。実際に

現場の監督さんにアンケートをお渡しして、労働者の方に記入をいただいて１

週間後ぐらいにとりに行くという形で、ちょっとアンケート調査のアンケート

の見本がなくて申しわけないですが、179名の方から回答をいただきました。そ

の結果がこのような形になっています。 

 １枚めくっていただいて３ページに、その方の居住地が出ております。残念

ながら区内居住の方が17％ぐらいしかいらっしゃらなくて、もう１ページめく

っていただくと、４ページ目に実際に雇われている会社さんは区内の会社さん

は約10％だったと。ちなみに、元請の会社さんは基本的に区内本店もしくは区

内に支店のある会社さんに御協力をいただいていますが、現状でいくとこのよ

うな形になっております。 

 ５ページ以降は平均年齢とかが出ていますが、48歳ぐらいの方が平均的です。 

 賃金の部分が７ページ以降出ておりまして、179名全員が賃金に対して答えて

いるわけではないんですが、回答いただいた方の平均で１万6600円、これはや

っぱり設計労務単価や区の労働報酬下限額と比較するとかなり低い数字になっ

ています。ちなみに、１ページめくって８ページには職種ごとの平均賃金も記

載させていただいております。赤いほうが設計労務単価です。青いほうが実際
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の現場の方の賃金です。これは元請であれ下請であれ孫請であれ全て入ってい

ますが、本来であればこの赤い数字の８割が労働報酬下限額ですから、それ以

上でなければいけないんですが、実際の現場ではそこまで到達していないとい

うのが見てわかるかと思います。ただ、サンプル数が余り多くはないので、例

えば１つの職種で１人しか回答していなければ、それが実際この数字になって

しまっているということはあります。 

 ９ページ以降、月給が出ておりますので、この辺は後で後ほど見ていただけ

ればと思います。 

 12ページに福利厚生の関係が出ております。上のほうのグラフは建退共、下

のほうがいわゆる３保険、健康保険、年金、雇用保険、これは2016年度と2018

年度、２年前と比較しておりますが、今建設業についてはこの３保険加入促進

を国がしておりまして、約半分の方が３保険に加入をしているような状況で、

前回の２年前よりは大分ふえているという状況です。 

 １枚めくって13ページは公契約条例に関する問いになっています。１つは下

限額の妥当性について聞いているんですが、大半の方が「よくわからない」。そ

もそも下限額を知っているかという問題もあるんですが、そういう回答です。

１ページめくって14ページには、そもそも公契約条例を知っているのかという

ことに対して、「知っている」と答えた方が６％、「聞いたことがある」という

方を含めても約半分。ということは、残り半分の方はそもそも条例なんていう

ものを聞いたことがない。ちなみに、今回アンケートの表面にアンケートを書

いて、裏面には区がつくっている公契約条例のチラシを印刷して配らせていた

だきました。それを見て初めて知ったという方も多分多くいらっしゃるのじゃ

ないかなとは思っています。 

 こういう調査を実際繰り返していかないとなかなか浸透しないのかなという

ことと、今回は現場の監督さんのヒアリングもしておりまして、もう１枚めく

って15ページ以降、ヒアリングした監督さんのいろいろな御意見も出ておりま

す。１個１個は御説明しませんが、区の工事を受注するメリットとしては安定

しているとか、民間に比べて工程がはっきりしているので若い人を育てる、監

督を育てる意味でもいいという一方、デメリットとしては、書類等が大変だと

か、工期が厳しいなどの意見も出ています。現場の監督の方からいろいろ聞く

中で重立ったものがそこに出ていますが、やっぱり積算の期間がとても短くて

入札に対応するのが大変、もしくは仕様変更、追加工事、設計図書の問題等が

結構細かく出ております。あとは追加工事を認めてもらえないとかそういう切

実な意見も出ていますし、一方で工期内でやるために地域住民との調整を、結

局工事契約をした後に施工業者が地域住民といろいろ調整をしなければいけな

いという場合もあって、それによっては例えば土曜日工事をやる予定がやって
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はだめとか、そういういろんな制約がかかるようなことも結構あるということ

が現場の監督から出されております。 

 一応このような状況もあるんですが、実際今回17の契約で調査に御協力いた

だきました。現場によっては50人ぐらい職人さんがいらっしゃったんですが１

枚しか回答書をいただけない事業者さんもいらっしゃいますし、あくまでも協

力なので、協力できないよとは言わないんですが、実質的な協力はほとんどい

ただけない会社さんもありました。次年度以降こういう調査も、社労士さんの

調査と合わせて、こういった現場のヒアリング的なことも私どもとしてもやり

たいんですが、やはりそこに皆さん、事業者さんの協力をいただかないと実態

の声が皆さんのところに届かないので、その辺も来年の検討課題にしていただ

けたらなと思っております。 

○会長 ありがとうございます。以前もそうですが、非常に貴重な調査をそれ

ぞれされて、その情報も我々の中で共有していければと。最後の現場責任者か

らのヒアリングのところについては、ある意味では公契約で行う工事の特性み

たいなものもどうしても反映してくるところもあるかなと。そういう中におい

て、それぞれ労働条件をちゃんと確保したり、それなりの賃金はこういう方向

で考えていますよと。賃金当たりで言うと民民の契約のときに比べてそれなり

に明確に基準を与えているというあたりが、うまく今後ほかの工事にも伝わっ

ていけばいいかなと。そういう意味で、公契約で行った17の案件に関しての調

査をしていただいて、ぜひこの内容を活用させていただければと思っておりま

す。 

 いかがでしょうか。 

○委員 資料４の検討項目の１つ目ですけれども、たしか去年のシンポジウム

に私が参加させていただいたときに、結構この要望が強かったと思っています。

できればことしやりたいなということですが、１つは、先ほどのスケジュール

をいただくと、専門部会は７月、８月ですので、ことしやるとしたら、もう７

月ごろにはある程度イメージを固めたいと思っています。要望ですけれども、

一応今1070円については聞かれてもちゃんと答えられるように、区の高卒初任

給を基準にしてこういうふうに考えていますという形で上げたけれども、ある

意味透明なルールでできていると思うんですよ。これから職種別も、やっぱり

同じように透明なルールで、ある程度説得力のある金額にしたいと思っていて、

なかなかこれがないわけですよね。 

 実は、よその区のこともちょっと調べてくれとお願いしたけれども、なかな

かそう簡単にぱっと出るわけでもないので、１つの基準として、それをそのま

ま適用するつもりはありませんけれども、世田谷区の正規の人の時間換算ある

いは非常勤の人の時間換算を幾つかの職種でやってもらえないだろうかと。私
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はそれをそのまま適用してということはしないつもりです、もちろん。今もそ

うですけれども、高卒初任給の一時金を除いた月例給の平均でやっていますの

で、とりあえず少なくとも基準らしきものが欲しいんです。その何割という形

をとるというのが、今もそうしていますけれどもいいとすると、正規の保育士

や調理師や、とりあえず「士・師」がつく職種の正規と非常勤について時間換

算してもらえないかと。特に、非正規については月に16日の人だとか１日７時

間の人だとかいろいろあるので時間換算をしていただいて、できれば第１回の

専門部会の前当たりまでに資料をいただければ、一生懸命勉強して何かそれら

しき基準をつくって。 

 丸子警報器事件という昔の事件があるんですけれども、正社員と非正規社員

が同じラインで自動車の警報器をつくっていた。一応、許容される賃金格差は

８割というのが判例。今は労契法の20条で、今は手当の問題を、東大の水町先

生が政府の委員となられて、手当の問題が裁判になっていますけれども、労契

法20条は20条として、少なくともその何割ぐらいかということを考えて、やっ

ぱりある程度、人に説明するのに幾らというときに、こういう基準でこういう

ふうにしましたと言えるようにしないと、逆にそれを変えるときもなかなか変

えにくくなるので、できれば下支えとなるような基礎的な資料を、大変ですけ

れども６月の後半ぐらいまでにつくっていただくと助かるかなと。そうしない

と、多分ことしできないかなという気がするので。 

 ことしできるかできないか、これからの議論ですけれども、少なくとも討議

の前提となる資料、それを余りよそへ出すつもりはありませんので、この中だ

けということで構いませんので、ちょっとつくれるものならつくってほしい。

特に保育士とか調理師とか、「士・師」がつくものが最初はいいかなと思います

ので。これは組合の方というか、労働者側の委員の方にも同じことを言ってい

るんですけれども、なかなか難しいと思うので、それぞれどこかの業界か何か

で、あるいは単産であれば、それはそれで「士・師」がつくもので、保育士と

か調理師というのがあれば、むしろ労働者委員から出していただくと、またそ

れはそれで参考になる。とりあえず区のは皆さんで共通のものとして議論の土

台になると思うので、できれば６月の末ぐらいまでにお願いしたい。本当につ

らい話で申しわけないんだけれども、御検討いただければ。 

○事務局 ありがとうございました。御指摘の、専門部会のほうでも御意見も

いただいていたものですから。実は、前回の第２回のときに、区の非常勤の報

酬一覧と、それから区の保育士だとかそういうのも含めたアルバイト賃金の一

覧は、取り扱い注意ということでお配りしていることがあったかと思います。

あわせて、正規との見比べというと、なかなか職種的に同じようなものがない

んですけれども、御指摘の部分で御用意できるものは御用意させていただけれ
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ばと思います。 

 そういう中では、専門部会の中でも、○○委員のおっしゃったように職種別

の部分もすぐに決められるものではないから、やっぱり委員会としてもちょっ

と勉強していきたい、このような御意見もあったかと思います。しかるべき資

料を御指示いただければ、できるだけ御用意させていただくということで考え

てございます。 

 以上でございます。 

○委員 要するに時給換算してほしいんですよね。 

○事務局 一応そのようにしてあったと。もし必要でしたら、またお帰りにお

持ちいただければと存じます。 

○委員 業務委託に関する職種、特に専門的な技術的な能力が求められるよう

な職種については、建設業などはある程度調査の結果があると思いますけれど

も、○○さんに伺いたいのは、基幹となる職種の市場価格を、ビルメンテナン

ス協会などで調査しているものはあるのでしょうか。 

○関係人 過去にあったような気がします。基本的にはボイラーとか、いわゆ

る常駐の資格、そういったところの１日の労働単価、大体各社データをとって

平均値、清掃、警備、いろんなところの１日の労働賃金というのは自主的に出

ているはずです。 

○委員 それをぜひここへ出していただけないかなと。 

○関係人 それはもう公表しておりましてデータはありますので、それは問題

ないと思います。 

○委員 わかりました。 

○会長 ほかはいかがでしょうか。 

○委員 周知徹底ということについて、ほかの区などでは、登録している受注

能力のある事業者に、例えば公契約条例はこういうものだとか、こういう条件

で発注しますよ、それから調査等もありますよという内容の講習会を３回ぐら

いに分けて実施しています。そういうオリエンテーションをするようなものを

兼ねて講習会を開催できないだろうかということです。ただし、それでも限界

があります。事業主の居住地が区内にあるものは受講可能なので、元請事業者

はある程度カバーできるでしょう。しかし、下請には区外事業者がかなり多く

なります。労働者もそれにつれて区外の労働者が多くなるので、下請の層次が

下がるほど、区外の人たちに周知徹底というのは非常に難しい条件になる。 

 今回のアンケート調査報告書で見ますと、回答者の居住地で区内の方が17％、

都内で38％、合わせて半分強が都内です。けれども、都外からも45％来るとい

うことです。この人たちはほとんど世田谷の公契約条例などは知らない人たち

です。ですから、そういう問題があるので、やっぱり下請事業者も含めた講習
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会を持てないだろうかということです。 

 元請事業者へもちろん集中的に周知するということとあわせて、下請事業者

にどう浸透するか、この辺の工夫が要るかなという気がしますので、資料４の

２つ目、３つ目の項目のところをどうするか、事前に周知のための作業計画み

たいなものをつくってかかる必要があると思います。○○委員に、どうしたら

区外事業者にまで周知できるのか、現場の状況を考えても大変だということは

分かるのですが、何か方法はございますでしょうか。世田谷区の工事を希望す

る事業者に来ていただいて、２回なり３回なり講習会を開催することはいかが

でしょうか。 

○委員 確かに講習会は有効的だとは思いますけれども。周知徹底という意味

では非常に効果があると思います。 

○会長 下請さんなんかのところで、例えば世田谷の公契約条例がありますよ

ね。ほかの区もありますよね。それぞれの中身はちょっと違っていますよね。

その事業者さんが23区全部違っている、賃金も含めて、それを全て頭に入れて

おかなければいけないという話につながってしまうと、下請さんのあたりはち

ょっとしんどい。世田谷の事業者さんは、地元貢献ということも含めてちゃん

と知っておいてくださいよということはいろいろとできるとは思うんですが、

それ以外、どう周知するかというものが。 

○委員 どういうインセンティブを出すかですね。 

○副区長 ただ、時期を少し工夫すれば、下請の方もそれなりにはお考えいた

だけるんじゃないかなと思いますし、さっきおっしゃっていたように、１回こ

っきりとなると、ちょっとこれはなかなか機会を失うでしょうけれども、３回

ぐらいとなれば、少し調整はしていただく可能性がありますけれども、なるべ

く御出席を依頼すれば、それなりにはお越しいただけるかなという気はします

けれども。そこは事務的にまず、どういう段取りならできるのかというのをち

ょっと検討させていただければと思います。 

○会長 ほかにいかがでしょうか。何か新たにこんな観点からの議論も必要じ

ゃないかとかというような議論はございますでしょうか。 

○委員 ではもう１つだけ。先ほど○○委員が出していただいたアンケート調

査報告書の中に、幾つか現場の悩みが出ています。図面と仕様との食い違いや

追加工事の問題、それから工期がタイトであるという問題、これらの改善を図

るためには、区としては財務部だけでなくて管財や営繕等、他の部署と連携し

た対応が求められると思います。これは予算にかかわるので、あらかじめこう

すると決めることは面倒かと思います。それでもやはり契約後あるいは契約前

にわかる問題、契約中、施工中に出てきた問題等、幾つかディメンションを分

けて、これらの案件については改めて協議して、修正も可能だというような対
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応はできないものでしょうか。もしそれが可能であれば、いわゆる公契約にか

かる施工条件の改善が、事業主の経営環境の改善にもつながると思いますので、

この辺で何か工夫ができないかということです。 

 この中で、私もそうかと思ったことがあります。去年は猛暑でした。現場で

は、地域の人たちにほこりや騒音を出さないように防護壁をする。真夏の屋内

工事現場は物すごく温度が上がってくることになるので、作業条件が厳しい。

それでも工期は絶対守れという話になるのかどうか。この辺はヒューマニズム

の問題でもあると思います。何か作業条件によっては多少工期の変更が可能か

どうかの検討をしていただけないだろうか。 

 ただし、学校とかその他のことになると、学校の授業にかかわるということ

になるので、そう簡単に少しはいいよとはいかないものもあると思いますが、

現場からの声を少し改善できるような、そういう対応をとることによって、か

なり公契約条例への理解も深まるのではないかと思います。 

○副区長 今年度で言うと、酷暑対策でかなり声が上がってきたのも事実です

ね。ただ、今お話を具体例でいただいたように、学校のほうに関しては、とに

かく夏休み期間というかなり限定的な形で依頼をしていますので、そこは何と

か工夫を含めてですね。ただ、保育なんかの現場が最近かなり、これは公発注

だけではなくてタイトな状況になっていることも正直あります。これは御存じ

のとおり待機児問題とかなり絡んでいまして、極力事業者さんのほうに協力を

お願いするというケースは多々ございます。ただ、逆に言うとつくられる施設

が住宅地にあるということもあって、今御指摘のあったような近隣対策と言わ

れるものが公発注の場合には非常に事業者側からすると足かせになっていると

ころも正直ありますし、なるべく間に区の職員も入って、その近隣のほうとの

接触については協力を依頼していくというスタンスはとっています。ただ、期

間との見合いで言うとまだまだ不十分という声も、今のこういう上がり方から

すると、そういう受けとめられ方をされているのかなとも思います。 

 今おっしゃった部分で、どの辺ができるのか、工夫があるのか、そこは検討

させていただければと思います。 

○委員 ありがとうございます。 

○会長 ほかにいかがでしょうか。この現場からの話からすると、世田谷の契

約の中で工期変更をしたようなものって、延ばしたものがあるのか。これは人

件費にかかわってくるんですよね。本当は３カ月、同じ年度内であったとして

も３カ月で終わるところを、あと２カ月ふやしてくれと、これはまさに人件費、

資材とか云々かんぬんの問題じゃない、人件費のところがかかわってくるので、

なかなかだとは思いますし。 

 あと、大きな工事で言うと、複数年契約はもう当然行っていて、同じ年度内
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での問題、それから追加工事もどこかにあったかと思いますが、契約変更を行

って追加工事をやったというような、追加工事というんですか、工法の変更で

あるとかいろんな事柄は出てくるとは思うんですが、そういった事例みたいな

ものがあるのか、余り聞かないなと思っているんですが。そういったあたりも、

もし何かわかればということで。現場の責任者もしくは現場の後ろにいる設計

者泣かせのところもいろいろと書かれていますけれども、これらの声も考えつ

つ、来年度のその検討ができればと思っております。 

 時間も予定しております12時にそろそろ近づいておりますので、本日いただ

きました御意見、それからこれまでのこの委員会での意見等を箇条書きにして

いただいておりますけれども、これらをもとに、かなり大項目、中項目みたい

なことであるとか、文章化をしていくと、中に文言として入ってくるところな

んかもあるかと思います。６月ぐらいを次回予定しておりますが、６月下旬ぐ

らいの委員会、ここで区としてこういうことについて考えてくださいという諮

問といいますか検討事項案が出てくるかと思います。それは、こういう形では

なくて２項目か多くて３項目、できれば２項目ぐらいに絞っていただいて、そ

の中に文章として入ってくると思っております。そこら辺の取りまとめについ

ては事務局のほうにお任せして、特に何か困ったという話があったら、私と事

務局のほうで少し相談させていただいて、来年度に向けての準備を始めたいと

思っておりますが、それでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○会長 ありがとうございます。 

 ほかに各委員の皆様のほうからございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次第５のその他は何か特にございますでしょうか。 

○事務局 では事務局から、先ほど来の実態調査に赴く前の段階として事業者

さんにお配りしている資料です。簡単に御説明します。 

○事務局 お手紙文は省略させていただきまして、別紙から始まっております

けれども、アポイントをとりまして、社労士さんが調査に入っていただく大体

１カ月前に、これをファクス等でお送りしております。あとは、これらに書い

てある書類をその１カ月の間に御準備いただくということでお願いしておりま

した。あとは前日あたりに電話をかけて、あした社労士さんが参りますのでと

いうことで今までお話をしていたんですけれども、今後は、先ほどのようなこ

とがありましたので、例えば１週間前とかに、具体的にこれこれの書類がそろ

ったかどうかを確認するような連絡をするようにしたいと思います。御参考に

ごらんいただければと思います。 

 以上でございます。 

○会長 そんなに細かくなくてもよくて、また文章として、これで言うと大項
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目のようなものが列記されるぐらいのもののほうがいいのかもしれませんが、

そこら辺の検討は区のほうでよろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、今年度第３回の公契約適正化委員会をこれで終了させていただき

ます。 

○事務局 １点だけ。参考資料にも書かせていただいておりますように、今期

の任期が５月31日までということで、皆さん本当にありがとうございます。ま

た改めましての打診といいますと大変恐縮なんですが、それにつきましては年

度が明けました４月ごろから間に合うような形で随時させていただくことにな

ろうかと考えております。まだ今具体的な日程等申し上げられなくて大変恐縮

でございますけれども、その際はまたよろしくお願いしたいと思っております。

どうぞよろしくお願いいたします。 

○会長 我々の任期が５月31日までということで、６月１日から新委員の任期。

また、この場でも少し議論になっていましたけれども、今建築のほうで言うと、

事業主側で○○委員に入っていただいているんですが、土木のほうの事業主の

方がいらっしゃらないので、その辺をどうするかということも、我々の中では

ぜひ入れてほしいということもありますし、内容が委託に関する業務というこ

とで○○さんにも入っていただいておりますが、その土木のところあたりも含

めて、ぜひ新委員の御検討をいただければと思っておりますので。 

○事務局 規定を含め検討させていただいて、対応を考えていきたいと考えて

おりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○会長 それでは、これで終了させていただきます。どうもありがとうござい

ました。 

午後０時３分閉会 


